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九州の経営動向調査 

１．調査要領 

 
(1)  調査対象   当行の主要取引先 647 社（今回の回答社数 316 社 回答率 48.8％） 

 

① 地域別回答企業（単位：社）              ② 業種別回答企業（単位：社） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 規模別（資本金別）回答企業（単位：社） 

 

 

 

 

(2) 調査方法  アンケート方式 

 

(3) 調査時期  2018 年 12 月 1 日 

 

(4) 調査事項 ① 景況動向 

          Ⅰ 企業の景況感（業績総合判断） Ⅱ 売上高 Ⅲ 収益（経常利益ベース） 

Ⅳ 資金繰り  Ⅴ 商品在庫   

② 設備投資動向  ③雇用動向（採用状況）④経営上の問題点  

                 ⑤ 経営に関する調査 

          Ⅰ 個人消費 

 

※景況動向は、ＢＳＩ方式で表示 

ＢＳＩとは、｢好転･増加･上昇｣（前年同期比）の企業割合から｢悪化･減少･下落｣の

企業割合を差し引いた指標。 

福　　岡　　県 265 83.9%
福岡市及び近郊 145 45.9%
北九州市及び近郊 77 24.4%
筑後地区 33 10.4%
筑豊地区 10 3.2%
福 岡 県 外 九 州 各 県 51 16.1%
熊本県 2 0.6%
大分県 17 5.4%
宮崎県 12 3.8%
佐賀県 8 2.5%
長崎県 10 3.2%
鹿児島県 2 0.6%

合　　　　　計 316 100.0%

　製造業 83 26.3%
食料品 18 5.7%
家具 3 1.0%
窯業・土石 7 2.2%
金属・機械器具 37 11.7%
その他製造 18 5.7%

　非製造業 233 73.7%
建設 56 17.8%
卸小売 89 28.1%
食料飲料 19 6.0%
機械器具 7 2.2%
建材 15 4.8%
総合スーパー 9 2.8%
その他 39 12.3%
不動産 14 4.4%
運輸通信 20 6.3%
サービス 54 17.1%

　全産業 316 100.0%

大企業（10億円以上） 22 7.0%
中堅企業（1億円以上10億円未満） 51 16.1%
中小企業（1億円未満） 243 76.9%

合　　　　計 316 100.0%
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２．要約 
 
(1) 景況動向 
 
① 景況感の 18 年 10～12 月期実績※は、全産業で 7.6 と、前回調査に比べ 4.7 ポイント改善してい

る。製造業では 7.3 と、前回調査に比べ 1.1 ポイント改善し、非製造業では 7.7 と、前回調査に

比べ 5.9 ポイント改善している。 
 
② 売上高の 18 年 10～12 月期実績※は、全産業で 13.0 と、前回調査に比べ 2.9 ポイント改善してい

る。製造業では 16.9 と、前回調査に比べ 0.4 ポイント改善し、非製造業では 11.6 と、前回調査

に比べ 3.8 ポイント改善している。 
 
③ 収益の 18 年 10～12 月期実績※は、全産業で▲0.6 と、前回調査に比べ 0.9 ポイント悪化してい

る。製造業では▲10.9 と、前回調査に比べ 16.0 ポイント悪化し、非製造業では 3.0 と、前回調

査に比べ 4.4 ポイント改善している。 
 
④ 資金繰りの 18 年 10～12 月期実績※は、全産業で 7.0 と、前回調査に比べ 1.9 ポイント改善して

いる。製造業では 1.2 と、前回調査に比べ 0.9 ポイント悪化し、非製造業では 9.0 と、前回調査

に比べ 2.9 ポイント改善している。 
 
⑤ 商品在庫の 18 年 10～12 月期実績※は、全産業で 0.4 と、前回調査の 0.0 の「均衡」から「不足」

超となった。製造業では 2.5 と、前回調査に比べ、「不足」超幅が拡大し、非製造業では▲0.4

と、前回調査に比べ「過大」超幅が縮小している。 
 
※18 年 10 月 1 日～11 月 30 日までの実績を踏まえた 12 月 31 日までの実績見通し 

 

(2) 設備投資動向 
 
18 年度の設備投資見通しは、全産業で前年度比 52.7％増加している。業種別にみると、製造業で

は、前年度比 98.8％増加し、非製造業では、前年度比 0.9％増加している。 
 
設備投資見通しの内容については、製造業ではその他（土地、建物、機械装置、車両等以外）の占

める割合が高く、非製造業では建物の占める割合が高くなっている。 
 
設備投資見通しの目的については、製造業、非製造業ともに能力拡大の占める割合が高くなってい

る。 
 

 

(3) 雇用動向(採用状況) 
 
18 年度の採用見通しは、全産業で前年度比 1.3％減少している。業種別にみると、製造業では、前

年度比 5.4％減少し、非製造業では、前年度比 0.3％減少している。 
 
19 年度の採用計画は、全産業で前年度比 9.9％減少している。業種別にみると、製造業では、前年

度比 7.8％減少し、非製造業では、前年度比 10.3％減少している。 
 
18 年度の採用見通しの内訳を見ると、新卒者が前年度比増加、中途採用・パートが前年度比減少

している。 
 

 

(4) 経営上の問題点 
 
「従業員対策」を挙げる企業が最も多く、次いで「他企業との競争激化」となっている。 
 

 



３ 

 

 

(5) 個人消費の動向 
 
『現在の個人消費』について、今回調査では、全産業で｢良い｣と回答した企業が 27％であるのに対

し、｢悪い｣と回答した企業は 17％となっている。これを前回調査との比較でみると、「良い」が 26％

から 1ポイント増加し、「悪い」が 19％から 2ポイント減少しており、『現在の個人消費』は前回調査

時点より改善している。 
 
『先行き 3か月後の個人消費』について、今回調査では、全産業で｢好転｣すると回答した企業が 23％

であるのに対し、｢悪化｣すると回答した企業は 17％となっている。これを前回調査との比較でみると、

「好転」するが 19％から 4 ポイント増加し、「悪化」するが 12％から 5 ポイント増加しており、『先

行き 3か月後の個人消費』は前回調査時点より悪化している。 
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３．景況動向 

(1) 企業の景況感(業績総合判断)ＢＳＩ(｢好転｣－｢悪化｣) 

 

（単位：％ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 景況感の全産業の実績と見通し 
 
景況感の 18 年 10～12 月期実績は、全産業で 7.6 と、前回調査に比べ 4.7 ポイント改善

している。 

先行き 19 年 1～3 月期については、「好転」超幅が拡大し、19 年 4～6 月期については、

「好転」超幅が縮小する見通しである。 

前回予測と比較すると、全産業の 18 年 10～12 月期実績は、0.7 ポイント改善し、先行

き 19 年 1～3 月期については、4.9 ポイント改善している。 

 

② 18 年 10～12 月期の業種別実績 
 
製造業では、「食料品」、「金属・機械器具」で改善、「窯業・土石」、「その他製造」で悪

化し、全体では 7.3 と、前回調査に比べ 1.1 ポイント改善している。 

非製造業では、「卸小売」、「運輸通信」で改善、「不動産」で横這い、「建設」、「サービ

ス」で悪化し、全体では 7.7 と、前回調査に比べ 5.9 ポイント改善している。 

 

企業の景況感  実績と見通し
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(2) 売上高ＢＳＩ(｢増加｣－｢減少｣)  

 

（単位：％ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

① 売上高の全産業の実績と見通し 
 
売上高の 18 年 10～12 月期実績は、全産業で 13.0 と、前回調査に比べ 2.9 ポイント改

善している。 

先行き 19 年 1～3 月期については、「増加」超幅が拡大し、19 年 4～6 月期については、

「増加」超幅が縮小する見通しである。 

前回予測と比較すると、全産業の 18 年 10～12 月期実績は、1.3 ポイント改善し、先行

き 19 年 1～3 月期については、4.9 ポイント改善している。 

 

② 18 年 10～12 月期の業種別実績 
 
製造業では、「食料品」で改善、「窯業・土石」、「金属・機械器具」、「その他製造」で悪

化し、全体では 16.9 と、前回調査に比べ 0.4 ポイント改善している。 

非製造業では、「卸小売」、「不動産」、「運輸通信」で改善、「建設」、「サービス」で悪化

し、全体では 11.6 と、前回調査に比べ 3.8 ポイント改善している。 

 

売上高  実績と見通し
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(3) 収益(経常利益ベース) ＢＳＩ (｢増加｣－｢減少｣)  

 

（単位：％ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 収益の全産業の実績と見通し 
 
収益の 18 年 10～12 月期実績は、全産業で▲0.6 と、前回調査に比べ 0.9 ポイント悪化

している。 

先行き 19 年 1～3月期については、「増加」超に転じ、19 年 4～6月期については、さら

に「増加」超幅が拡大する見通しである。 

前回予測と比較すると、全産業の 18 年 10～12 月期実績は、6.4 ポイント悪化し、先行

き 19 年 1～3 月期については、6.8 ポイント悪化している。 

 

② 18 年 10～12 月期の業種別実績 
 
製造業では、「食料品」で改善、「窯業・土石」、「金属・機械器具」、「その他製造」で悪

化し、全体では▲10.9 と、前回調査に比べ 16.0 ポイント悪化している。 

非製造業では、「建設」、「卸小売」、「運輸通信」、「サービス」で改善、「不動産」で悪化

し、全体では 3.0 と、前回調査に比べ 4.4 ポイント改善している。 

 

収益  実績と見通し
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(4) 資金繰りＢＳＩ(｢好転｣－｢悪化｣)  

 

（単位：％ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 資金繰りの全産業の実績と見通し 
 
資金繰りの 18 年 10～12 月期実績は、全産業で 7.0 と、前回調査に比べ 1.9 ポイント改

善している。 

先行き 19 年 1～3 月期については、「好転」超幅が拡大し、19 年 4～6 月期については、

「好転」超幅が縮小する見通しである。 

前回予測と比較すると、全産業の 18 年 10～12 月期実績は、0.9 ポイント改善し、先行

き 19 年 1～3 月期については、2.1 ポイント改善している。 

 

② 18 年 10～12 月期の業種別実績 
 
製造業では、｢食料品｣、「窯業・土石」で改善、「金属・機械器具」、「その他製造」で悪

化し、全体では 1.2 と、前回調査に比べ 0.9 ポイント悪化している。 

非製造業では、「卸小売」、「不動産」、「サービス」で改善、｢建設｣、「運輸通信」で悪化

し、全体では 9.0 と、前回調査に比べ 2.9 ポイント改善している。 

資金繰り  実績と見通し
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(5) 商品在庫ＢＳＩ(｢不足｣－｢過大｣)  

（単位：％ポイント） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

① 商品在庫の全産業の実績と見通し 
 
商品在庫の 18 年 10～12 月期実績は、全産業で 0.4 と、前回調査の 0.0 の「均衡」から

「不足」超となった。 

先行き 19 年 1～3月期については、「均衡」となり、19 年 4～6 月期については、「過大」

超となる見通しである。 

前回予測と比較すると、全産業の 18 年 10～12 月期実績は、「不足」超幅が 0.5 から 0.4

に縮小し、先行き 19 年 1～3 月期については、0.8 の「不足」超から 0.0 の「均衡」とな

っている。 

 

② 18 年 10～12 月期の業種別実績 
 
製造業では、｢食料品｣で「均衡」から「過大」超となり、「窯業・土石」で「過大」超

から「不足」超となり、「金属・機械器具」で「均衡」から「過大」超となり、「その他製

造」が「不足」超幅が拡大し、全体では 2.5 と、前回調査に比べ、「不足」超幅が拡大し

ている。 

非製造業では、「建設」で「過大」超から、「不足」超となり、「卸小売」で「過大」超

幅が拡大し、「不動産」で「不足」超から「均衡」となり、「運輸通信」、「サービス」で「不

足」超幅が拡大し、全体では▲0.4 と、前回調査に比べ「過大」超幅が縮小している。 

商品在庫  実績と見通し
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 ※18年10月1日～11月30日までの実績を踏まえた12月31日までの実績見通し

期 

実績 実績(※) 見通し業種

18/7～9 18/10～12 19/1～3

見通し

2.1 2.5 ▲ 1.3 ▲ 3.7

▲ 0.6

▲ 0.7 ▲ 0.4 0.4 0.4

0.0 0.4 0.0全 産 業

19/4～6
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４．設備投資動向 

(1)設備投資額                                                     
                             (単位：百万円)  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 18 年度の設備投資見通しは、全産業で前年度比 52.7％増加している。業種別にみる 

と、製造業では、前年度比 98.8％増加し、非製造業では、前年度比 0.9％増加している。 
 
 

(2) 18 年度の設備投資の内容、目的                 (単位：％) 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  
・ 設備投資見通しの内容については、製造業ではその他の占める割合が高く、非製造業 

では建物の占める割合が高くなっている。 

・ 設備投資見通しの目的については、製造業、非製造業ともに能力拡大の占める割合が高

くなっている。 

17年度 18年度

実　 績 見通し 17年度比

76,923 152,939 +98.8%

11,952 4,149 ▲65.3%

100 400 +300.0%

38,327 107,268 +179.9%

23,784 36,500 +53.5%

2,760 4,622 +67.5%

68,439 69,066 +0.9%

7,157 9,339 +30.5%

26,075 25,209 ▲3.3%

食料飲料 11,035 8,511 ▲22.9%

機械器具 305 798 +161.6%

建材 503 570 +13.3%

総合スーパー 8,512 6,780 ▲20.3%

その他 5,720 8,550 +49.5%

2,985 4,929 +65.1%

7,203 8,799 +22.2%

25,019 20,790 ▲16.9%

145,362 222,005 +52.7%

運輸通信

不動産

サービス

 全産業

 製造業

食料品

（家具）

窯業・土石

設備投資

建設

卸小売

金属・機械器具

その他製造

 非製造業

土地 建物
機械
装置

車両等 その他 合計
能力
拡大

省力化
機械
更新

新規
事業

研究
開発

その他 合計

0.7 17.3 35.9 0.2 45.9 100.0 30.1 15.9 21.2 13.3 16.5 3.0 100.0

食料品 0.0 38.7 55.4 3.1 2.7 100.0 37.2 19.1 42.0 0.7 0.0 0.9 100.0

（家具） 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0 100.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 100.0

窯業・土石 0.0 0.1 44.1 0.1 55.7 100.0 19.9 19.9 20.4 17.9 21.9 0.0 100.0

金属・機械器具 1.1 65.4 7.0 0.3 26.2 100.0 57.9 4.6 19.7 1.9 4.7 11.2 100.0

その他製造業 6.1 20.5 57.4 0.7 15.3 100.0 33.7 12.3 35.2 9.4 1.0 8.4 100.0

16.5 41.1 19.5 12.2 10.7 100.0 35.5 9.6 31.7 2.6 0.2 20.5 100.0

建設業 43.0 22.1 14.4 1.9 18.6 100.0 4.5 1.2 14.9 0.0 0.1 79.4 100.0

卸小売業 20.8 57.6 14.4 2.7 4.4 100.0 54.3 21.0 18.5 0.3 0.0 5.8 100.0

食料飲料卸 1.4 80.0 12.0 3.6 3.0 100.0 35.3 48.9 8.8 0.4 0.0 6.6 100.0

機械器具卸 18.1 63.8 15.0 2.5 0.5 100.0 3.8 5.9 53.4 0.0 0.0 37.0 100.0

建材卸 7.4 14.6 51.7 12.3 14.1 100.0 7.2 0.0 73.5 5.3 0.0 14.0 100.0

（総合スーパー） 2.9 64.4 23.3 3.2 6.2 100.0 52.4 14.7 31.4 0.3 0.0 1.2 100.0

その他 55.5 32.2 7.2 0.8 4.3 100.0 82.6 1.0 11.2 0.0 0.0 5.1 100.0

不動産業 10.5 86.8 1.2 0.2 1.2 100.0 59.3 0.1 19.0 19.9 0.0 1.6 100.0

運輸通信業 13.6 19.6 23.1 38.8 4.9 100.0 37.3 1.3 60.9 0.0 0.1 0.4 100.0

サービス業 1.9 28.0 30.8 19.9 19.4 100.0 20.2 5.4 45.7 3.3 0.5 24.8 100.0

5.6 24.7 30.8 4.0 34.9 100.0 31.8 14.0 24.5 10.0 11.4 8.4 100.0全 産 業

設備投資の内容 設備投資の目的

製 造 業

非 製 造 業
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５．雇用動向 (採用状況)  

(1) 採用状況                                                      【参考】 

 (単位：人)   (前年同時期) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

・ 18 年度の採用見通しは、全産業で前年度比 1.3％減少している。業種別にみると、 

製造業では、前年度比 5.4％減少し、非製造業では、前年度比 0.3％減少している。 

・ 19 年度の採用計画は、全産業で前年度比 9.9％減少している。業種別にみると、 

製造業では、前年度比 7.8％減少し、非製造業では、前年度比 10.3％減少している。 

 

 

(2) 採用の内訳                                                     【参考】 

      (前年同時期) 

 

 

 

 

 

 

 

・ 18 年度の採用見通しの内訳を見ると、新卒者が前年度比増加、中途採用・パートが 

前年度比減少している。 

 

 

17年度 18年度 19年度 18年度計画

実　 績 見通し 17年度比 計 　画 18年度比 (17年度比)

1,017 962 ▲5.4% 887 ▲7.8% ▲26.5%

182 192 +5.5% 145 ▲24.5% ▲39.5%

24 26 +8.3% 26 0.0% +6.3%

273 263 ▲3.7% 261 ▲0.8% ▲5.4%

419 360 ▲14.1% 361 +0.3% ▲27.4%

119 121 +1.7% 94 ▲22.3% ▲38.2%

3,984 3,972 ▲0.3% 3,561 ▲10.3% ▲10.3%

275 243 ▲11.6% 260 +7.0% ▲15.2%

1,404 1,146 ▲18.4% 901 ▲21.4% ▲26.0%

食料・飲料 322 264 ▲18.0% 191 ▲27.7% ▲25.6%

機械器具 23 26 +13.0% 19 ▲26.9% ▲21.7%

建材 63 61 ▲3.2% 47 ▲23.0% ▲23.8%

(総合スーパー) 607 411 ▲32.3% 359 ▲12.7% ▲33.7%

その他 389 384 ▲1.3% 285 ▲25.8% ▲14.7%

42 50 +19.0% 31 ▲38.0% ▲57.3%

651 903 +38.7% 771 ▲14.6% ▲16.8%

1,612 1,630 +1.1% 1,598 ▲2.0% +6.0%

5,001 4,934 ▲1.3% 4,448 ▲9.9% ▲13.7%全 産 業

サ ー ビ ス

建 設

卸 小 売

不 動 産

運 輸 通 信

窯 業 ・ 土 石

金属・機械器具

そ の 他 製 造

非 製 造 業

製 造 業

食 料 品

（ 家 具 ）

+4.4 % ▲1.3 % ▲9.9 % ▲13.7 %

新 卒 者 +16.5 % +1.4 % +3.8 % +8.3 %

中 途 採 用 +11.6 % ▲2.1 % ▲26.6 % ▲32.7 %

パ ー ト ▲1.8 % ▲2.6 % ▲7.6 % ▲14.2 %

全 体

18年度計画

(17年度比)

17年度実績

(16年度比)

18年度見通し

(17年度比)

19年度計画

(18年度比)
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６．経営上の問題点 

当面の経営上の問題点(複数回答)                 (単位：％) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注：丸付き数字は順位を示す 

① 経営上の問題点 

・ 「従業員対策」を挙げる企業が最も多く、次いで「他企業との競争激化」となっ

ている。 

 

② 問題点ごとの傾向 

・ 13 期連続「従業員対策」が 1位となった。 

 

③ 問題点ごとの比率が高い業種 

・ 「従業員対策」では、「建設」で比率が高くなっている。 

・ 「他企業との競争激化」では、「窯業土石」で比率が高くなっている。 

・ 「原材料値上り」では、「運輸通信」で比率が高くなっている。 

・ 「人件費上昇」では、「運輸通信」で比率が高くなっている。 

・ 「売上不振」では、「窯業土石」で比率が高くなっている。 

・ 「製品価格低下」では、「窯業土石」で比率が高くなっている。 

・ 「設備能力不足」では、「食料品製造」で比率が高くなっている。 

・ 「為替相場」では、「窯業土石」で比率が高くなっている。 

・ 「技術水準おくれ」では、「その他製造」で比率が高くなっている。 

・ 「海外企業との競争激化」では、「金属機械器具」で比率が高くなっている。 

・ 「資金繰り悪化」では、「金属機械器具」で比率が高くなっている。 

・ 「商品在庫過剰」では、「金属機械器具」で比率が高くなっている。 

・ 「金利負担増」では、「食料品製造」で比率が高くなっている。 

 

従業員対策 57 ① 64 ① 65 ① 59 ① 63 ① 68 ①

他企業との競争激化 39 ② 36 ② 33 ② 36 ② 36 ② 38 ②

人件費上昇 29 ③ 30 ③ 30 ③ 32 ③ 31 ④ 33 ③

原材料値上り 21 ⑤ 25 ④ 29 ④ 30 ④ 32 ③ 32 ④

売上不振 23 ④ 24 ⑤ 18 ⑤ 24 ⑤ 24 ⑤ 20 ⑤

製品価格低下 8 ⑦ 8 ⑥ 5 ⑦ 5 ⑧ 5 ⑦ 6 ⑥

設備能力不足 9 ⑥ 8 ⑦ 8 ⑥ 8 ⑥ 7 ⑥ 5 ⑦

為替相場 6 ⑧ 4 ⑧ 4 ⑧ 6 ⑦ 5 ⑦ 5 ⑦

技術水準おくれ 2 ⑪ 2 ⑫ 2 ⑪ 3 ⑩ 4 ⑨ 4 ⑨

その他 5 ⑨ 4 ⑨ 3 ⑩ 3 ⑩ 4 ⑨ 4 ⑨

資金繰り悪化 2 ⑪ 3 ⑩ 4 ⑨ 4 ⑨ 2 ⑪ 3 ⑪

商品在庫過剰 3 ⑩ 2 ⑪ 2 ⑪ 3 ⑩ 2 ⑪ 2 ⑫

金利負担増 2 ⑪ 2 ⑫ 2 ⑬ 2 ⑬ 1 ⑬ 2 ⑫

海外企業との競争激化 1 ⑭ 1 ⑭ 1 ⑭ 1 ⑭ 1 ⑬ 2 ⑫

17/9 18/1218/618/317/12 18/9
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７．経営に関する調査結果  

 (1) 個人消費 
 

① 現在の個人消費 

 

 

 

 

 

 

 

                                                    

 

・  『現在の個人消費』について、今回調査では、全産業で｢良い｣と回答した企業が 27％であるの

に対し、｢悪い｣と回答した企業は 17％となっている。これを前回調査との比較でみると、「良

い」が 26％から 1 ポイント増加し、「悪い」が 19％から 2 ポイント減少しており、『現在の個

人消費』は前回調査時点より改善している。 

 

 

 

② 先行き 3か月後の個人消費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  『先行き 3か月後の個人消費』について、今回調査では、全産業で｢好転｣すると回答した企業

が 23％であるのに対し、｢悪化｣すると回答した企業は 17％となっている。これを前回調査と

の比較でみると、「好転」するが 19％から 4 ポイント増加し、「悪化」するが 12％から 5 ポイ

ント増加しており、『先行き 3か月後の個人消費』は前回調査時点より悪化している。 

 

 

 

「良い」
「どちらとも
言えない」

「悪い」 「良い」
「どちらとも
言えない」

「悪い」 「良い」
「どちらとも
言えない」

「悪い」

57%26%

26%

57%

55% 19% ▲2

+1

+1

+1全 産 業

54%24%製 造 業

非製造業

現在の個人消費はどうか

25% 57%

前回比(ポイント)

22% 18%

0

+1

16%

27%

+3 ▲4

▲1

前回（18年9月) 今回（18年12月)

56% 17%

27%17%

「好転」 「変わらず」 「悪化」 「好転」 「変わらず」 「悪化」 「好転」 「変わらず」 「悪化」

製 造 業 21%

前回（18年9月)

+10

非製造業 18% 71% 11%

+1 ▲1166%

+4

13%

全 産 業 19% 69% 12% 17%

+6 ▲1024% 61% 15%

+5

先行き３か月後は
現在と比べてどうなるか

+4 ▲923% 60%

前回比(ポイント)

22% 55% 23%

今回（18年12月)
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【参考資料 1】 
 ■九州の主要経済指標（消費関係） 

※ 出所：九州経済産業局、計数はいずれも対前年同月比 

 

① 大型小売店販売額                          （単位：％） 

 18 年 7 月 18 年 8 月 18 年 9 月 18 年 10 月 

大型小売店計 ▲2.1 0.6 ▲0.4 1.1 

全 店 
百 貨 店 ▲5.3 1.7 1.4 2.6 

スーパー ▲0.4 0.2 ▲1.2 0.4 

大型小売店計 ▲2.7 0.4 ▲1.1 0.6 

既 存 店 
百 貨 店 ▲5.3 1.7 1.4 2.6 

スーパー ▲1.3 ▲0.2 ▲2.3 ▲0.3 

10 月の大型小売店販売額は､前年同月比 1.1％の増加（2 か月ぶり）となった。百貨店は同 2.6％

の増加（3 か月連続）、スーパーは同 0.4％の増加（2 か月ぶり）となった｡ 

 これを既存店でみると､大型小売店計では、前年同月比 0.6％の増加（2 か月ぶり）となった。 

百貨店は同 2.6％の増加（3 か月連続）、スーパーは同▲0.3％の減少（8 か月連続）となった｡ 

 

② 新車登録台数                            （単位：％） 

 18 年 7 月 18 年 8 月 18 年 9 月 18 年 10 月 

乗用車計 2.7 5.0 ▲1.8 11.4 

 
普通車 4.2 10.4 4.2 13.8 

小型車 ▲0.5 ▲2.9 ▲6.9 8.6 

 軽自動車 4.2 7.4 ▲2.6 11.5 

10 月の乗用車新規登録・届出台数は、普通車、小型車、軽自動車が前年を上回り、乗用車全体で

は前年同月比+11.4％と 2 か月ぶりの増加となった。 

 

③ 家電販売額                             （単位：％） 

 18 年 7 月 18 年 8 月 18 年 9 月 18 年 10 月 

販売額 ▲8.7 ▲4.2 3.8 ▲2.4 

10 月の家電販売額は、前年同月比▲2.4％と 2 か月ぶりの減少となった。 

 

④ 勤労者世帯家計調査                         （単位：％） 

 18 年 6 月 18 年 7 月 18 年 8 月 18 年 9 月 

消費支出(実質) 2.7 ▲0.2 3.3 ▲2.7 

可処分所得(実質) 7.1 ▲6.9 4.4 ▲1.5 

平均消費性向（季調値､全国） ▲7.7 ▲0.4 0.4 ▲0.4 

9 月の消費支出(二人以上の世帯)は、25 万 784 円で、前年同月比▲2.7％と 2 か月ぶりの減少とな

った。 
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【参考資料 2】 

 ■当行調査と他機関との比較推移表 

景 況 感 比 較 推 移 表 

▲ 60
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3
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6
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14
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/0
3

15
/0
6

15
/0
9

15
/1
2

16
/0
3

16
/0
6

16
/0
9

16
/1
2

17
/0
3

17
/0
6

17
/0
9

17
/1
2

18
/0
3

18
/0
6

18
/0
9

18
/1
2

19
/0
3

19
/0
6

当行 日銀短観 財務支局

景気の谷
(09/3)

日銀政策金利
0.2%引下げ
（08/10）

日銀政策金利
0.2%引下げ
（08/12）

景気の山
(08/2)

見通し

福田内閣 麻生内閣 鳩山内閣 菅内閣

リーマンショック
(08/9)

東日本大震災
(11/3)

野田内閣 安倍内閣


